
検討事項２．
・第１期計画では、「今後５年間の文化芸術政策の基本的な方向
性」として６つの戦略を定めているが、第２期計画において今後５年
間の方向性をどのように示すか。

第２期計画の構成に係る検討事項

【目標】今後の文化芸術政策の目指すべき姿
目標１ 文化芸術の創造・発展・継承と教育
文化芸術の創造・発展，次世代への継承が確実に行われ，全ての人々に充実した文化芸術教育と文化芸術活
動の参加機会が提供されている。

目標２ 創造的で活力ある社会
文化芸術に効果的な投資が行われ，イノベーションが生まれるとともに，文化芸術の国際交流・発信を通じて国家
ブランドの形成に貢献し、創造的で活力ある社会が形成されている。

目標３ 心豊かで多様性のある社会
あらゆる人々が文化芸術を通して社会に参画し相互理解が広がり，多様な 価値観が尊重され，心豊かな社会が
形成されている。

目標４ 地域の文化芸術を推進するプラットフォーム
地域の文化芸術を推進するためのプラットフォームが全国各地に形成され，多様な人材や文化芸術団体・諸機関
が連携・協働し，持続可能で回復力のある地域文化コミュニティが形成されている。

【戦略】今後５年間の文化芸術政策の基本的な方向性
戦略１ 文化芸術の創造・発展・継承と豊かな文化芸術教育の充実
戦略２ 文化芸術に対する効果的な投資とイノベーションの実現
戦略３ 国際文化交流・協力の推進と文化芸術を通じた相互理解・国家ブランディングへの貢献
戦略４ 多様な価値観の形成と包摂的環境の推進による社会的価値の醸成
戦略５ 多様で高い能力を有する専門的人材の確保・育成
戦略６ 地域の連携・協働を推進するプラットフォームの形成

【施策】今後５年間に講ずべき文化芸術に関する基本的な施策（170項目）

第１期計画における政策の構成（①～③の３部構成）
① 中長期的な視点からの「４つの目標」（今後の文化芸術政策の目指すべき姿）※ ：第１期計画期間（2018年度～2022年度）のみに限らない
② ①を実現するための「６つの戦略」（今後５年間の文化芸術政策の基本的な方向性）：第１期計画期間を対象
③ 戦略の実現に必要な「今後５年間に講ずべき文化芸術に関する基本的な施策」

検討事項１．
・第１期計画では、中長期的な視点から４つの目標を定めているが、
これについてどのように考えるか。

※政策評価における文化庁の政策目標に援用

検討事項３．
・今後講ずべき基本的な施策をどのように示すか。

【副題】文化芸術の「多様な価値」を活かして、未来をつくる

資料４



（参考）文化芸術基本法

第二章 文化芸術推進基本計画等
（文化芸術推進基本計画）
第七条 政府は、文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸術に関する施策に関する基本的な計画（以下「文化芸術推進基本
計画」という。）を定めなければならない。

２ 文化芸術推進基本計画は、文化芸術に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な事項その他必要な事項について定めるものとする。
３ 文部科学大臣は、文化審議会の意見を聴いて、文化芸術推進基本計画の案を作成するものとする。
４ 文部科学大臣は、文化芸術推進基本計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の施策に係る事項について、第三十六条に規定する文
化芸術推進会議において連絡調整を図るものとする。

５ 文部科学大臣は、文化芸術推進基本計画が定められたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
６ 前三項の規定は、文化芸術推進基本計画の変更について準用する。

（地方文化芸術推進基本計画）
第七条の二 都道府県及び市（特別区を含む。第三十七条において同じ。）町村の教育委員会（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十
一年法律第百六十二号）第二十三条第一項の条例の定めるところによりその長が同項第三号に掲げる事務を管理し、及び執行することとされた地方公共団
体（次項において「特定地方公共団体」という。）にあっては、その長）は、文化芸術推進基本計画を参酌して、その地方の実情に即した文化芸術の推進に
関する計画（次項及び第三十七条において「地方文化芸術推進基本計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

２ 特定地方公共団体の長が地方文化芸術推進基本計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、当該特定地方公共団体の教育委員会の意
見を聴かなければならない。



新時代に求められる文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進方策について
－「文化芸術推進基本計画（第２期）」の策定に向けて－【諮問の概要】

文化芸術基本法（平成十三年法律第百四十八号）第七条
政府は、文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸術に関する施策に関する基本的な計画（以下「文化芸術推進基本計画」という。）を定めなければならない。

第1期計画期間中の文化芸術分野を取り巻く状況

・平成30年10月、文化芸術基本法に基づく新たな文化芸術行
政の展開を図るべく、文部科学省設置法を改正。
・令和２年４月、文化庁に、文化観光及び食文化の振興を推
進する組織の設置。

我が国文化芸術が、「本質的価値」と併せて「社会的・経済的価値」を有するという視点に立ったうえで、４つの目標（「文化芸術の創造・発展・継承と教育」、「創造的で活力ある社会」、「心豊かで多様性のある社
会」、「地域の文化芸術を推進するプラットフォーム」）とそれを実現するための戦略を提示。

・コロナ禍の影響により、文化芸術団体等は公演等のイベントの中
止・延期・規模縮小等を余儀なくされた。地域の絆の礎である、
地域伝統行事等にも大きな打撃。
・入国制限・国内移動制限、イベント自粛等の要請により、文化と
観光の好循環の創出が困難に。
・文化芸術を生業とするフリーランスの地位の不安定さ等が明らかに。
統括団体の機能の重要性が再認識された。
⇒第1期計画期間中の後半は、疲弊する文化芸術団体の活
動を支え、わが国の文化芸術の灯を消さず、いかに次世代に
継承するかという視点を重視した政策を展開

①ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた中長期的な文
化芸術の振興方策

・長期的な文化芸術の振興のあるべき姿と、特に今後5年間
において取り組むべき方策。
・「文化芸術の担い手」となる団体・関係者や文化芸術活動
への支援強化、芸術教育の充実、食文化をはじめとする生
活文化の振興、国立文化施設や博物館の機能強化、文化
財を効果的に活用しつつ次代に守り伝えていくための方策、
デジタル時代に対応した著作権制度・政策の方向性、国語・
日本語教育の振興方策等。

②文化と経済の好循環を創造するための方策
・文化芸術分野で成長と分配の好循環を実現していくための、
日本博2.0の推進等の具体的な方策等。
・我が国の有形・無形文化財、伝統芸能、ポップカルチャー、ラ
イブ・エンタテインメント、現代アート等の多様な文化芸術のグ
ローバルな展開方策等。
・多様なアート市場を活性化するための、アート市場の国際拠
点化等の具体的な方策等。

③文化芸術行政の効果的な推進の在り方
・文化芸術行政の推進サイクル。
・デジタル時代にどのように文化芸術を花開かせるか、それを行
政がいかに支援するか。
・文化芸術による地域活性化に向け、地域の文化資源を保
護・活用し、文化芸術の担い手の育成や振興拠点を強化し
ていくための方策等。

「文化芸術推進基本計画ー文化芸術の「多様な価値」を活かして,未来をつくるー（第１期）」 （平成30年３月６日閣議決定） 《平成30年度～令和４年度》

【文化庁の機能強化】 【コロナ禍の文化芸術】 【社会の変化に対応した政策展開】
・文化芸術のグローバル展開を効果的に進める必要性。
・デジタル化の進展等による表現活動や鑑賞形態の多様化。ビジ
ネスモデルの変容の加速。
・芸術教育の充実や文化芸術鑑賞・体験機会の確保を図る必
要性。
・国際会議等で、文化は特に持続可能な開発の原動力であるこ
とが明記。
・グローバル化やデジタル化、国民の文化芸術活動の成熟化等を
踏まえた、現場の実情に合った効果的な支援の実施、戦略的
な文化芸術政策展開の必要性。

諮問事項
第1期計画期間における文化芸術政策の推進状況、コロナ禍での文化芸術政策をめぐる課題等を踏まえ、「文化芸術推進基本計画（第２期）」《令和５年度～９年度》の策定に向け、
特に、以下の事項を中心に審議。
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